（各課様式１）

予算要求資料
平成３１年度当初予算　　　支出科目　款：土木費　項：住宅費　目：住宅建設費　
	事業名　新 木造応急仮設住宅建設訓練事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　都市建築部　　住宅課　公営住宅係　電話番号：058-272-1111（内3653 ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail： c11659@pref.gifu.ls.jp　
１　事業費　　     ６２，９６６千円（前年度予算額：  ―   千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	62,966
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	62,966

	決定額
	30,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	30,000


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　災害により自宅が損壊した被災者の仮の住まいとして、災害救助法による応急仮設住宅の設置が県の責務となっている。仮設とはいえ、その居住性については過去の震災時に他県でも大きな課題となっており、当県では一般的なプレハブ造以外に、高齢者等に好評の木造による仕様書も作成してきた。
昨年度、熊本地震での建設例を参考に、従来の仕様書の見直しと新たに車いす生活者等向けの福祉対応型住宅の仕様書を新設した。
　ただし、これらはあくまで机上の成果物であり、実際は災害が起きてから初めて建設され、その建設の問題点や居住性等が確認されるものである。
　近年、台風・地震災害が多発している中、実際に建設訓練を行い、事前に仕様書どおり建設が可能か、また必要工期や居住性等の検証等を行い、被災時の建設スケジュールの想定や更なる仕様書見直しのためのデータ等を取得する。
（２）事業内容

今年度、耐震性がないため取り壊した、岐阜市大福町地内の県営近の島住宅の解体棟跡地を利用し、県で仕様書を作成している木造の応急仮設住宅４種（一般型＜６坪・９坪・１２坪の全３種＞＋福祉対応型）を建設する。
また、建設後は災害救助法による仮設供与期間が２年間となっているため、２か年展示場として維持管理し、その間に一般県民や障がい者等の見学会等を通じて意見を集約、データは更なる居住性の向上のための仕様書の見直しにつなげる。
（３）県負担・補助率の考え方

全額県負担
（４）類似事業の有無
　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金　額
	事業内容の詳細

	旅費
	        50
	職員旅費

	需用費
	       460
	消耗品、仮設住宅電気料金

	役務費
	       124
	手数料（建築基準法･都市計画法）、電話･郵便

	委託料
	　　 3,332
	設計委託費

	工事請負費
	58,970
	建設工事費

	使用料
	　　　　30
	公用車使用料(ETC)

	合計
	　　62,966
	


	棟番号
	構　造
	階　数
	戸　数
	延べ面積

	　　 １
	木　造
	   １
	　 ２
	　　49.69ｍ2（29.81＋19.88）

	　　 ２
	　木　造
	   １
	   １
	　　39.75ｍ2

	　　 ３
	　木　造
	   １
	   １
	　　37.26ｍ2

	　 合　計
	
	
	   ４
	126.70ｍ2

	外構整備
	
	
	
	2,429ｍ2


	　決定額の考え方　

　一般型２棟分の事業費を計上します。



事業評価調書（県単独補助金除く）
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	近年、台風・地震災害が多発している中、実際に木造応急仮設住宅の建設訓練・一定期間の展示を行い、事前に施工に関する問題点・必要工期や居住性の検証等を行い、被災時の建設スケジュールの想定や更なる居住性の向上等のための仕様書見直しのためのデータ等を取得する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	定性的な効果を目的とする事業であり、定量的な指標の設定は困難。



（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）




（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	災害時において迅速に建設する必要があり、机上の成果物で満足するのではなく、実際に建設することによる問題点の検証や見直しの検討は、非常時の事前準備として重要なものと考える。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・岐阜市役所への建築許可手続き等（建築基準法等法令手続き）
・国土交通省への土地許可手続き（目的外使用許可）
・国費の活用の検討


（次年度の方向性）
	上期を目標に設計委託を実施、成果品をもって法的手続きを経たのち、下期を目標に工事に関する契約を締結、建設を実施する。



